予算要求資料
平成26年度3月補正予算　　支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：林業振興費
	事業名　森林整備加速化・林業・木材産業再生協議会補助金
　　　　（２６補正）


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　林政部　林政課　政策企画係　電話番号：058-272-1111（内3019）

　　　　　　　E-mail： c11511@pref.gifu.lg.jp
１　事業費 　　34,800千円（現計予算額：   0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現計
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補正

予算額
	34,800
	34,800
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	34,800
	34,800
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
森林整備加速化・林業再生交付金の実施要綱等において、事業実施にあたっては、地域協議会を設置することとされており、事務局の運営費を補助することが必要。
また、各種事業の推進に向けて、ドイツとの交流による技術研修や森林所有者の明確化等の条件整備も併せて必要。
（２）事業内容

地方公共団体、森林組合等の林業事業体・林業経営体、木材加工業者、木質バイオマス関係事業者等からなる協議会の運営、協議会会員への研修、所有者不明森林の状況調査等に要する経費を補助する。
【協議会の運営】
・地域の課題解決に向けた森林整備加速化・林業再生基金事業の計画作成

・素材生産作業を低コストに行える人材の育成等

・事業のフォローアップ

【ドイツとの交流経費】

　・欧州へ渡航し、欧州型林業の最新技術を調査

　・渡航後、協議会会員への技術普及

　・併せて、欧州から森林官を招へいし、欧州の道づくり等に関する現場研修を実施

　・県産材を活用したCLT等の新たな木材製品の技術開発・普及
【木質バイオマスエネルギー利用調査】

　・県下県域又は市町村単位レベルで調査

　　①熱利用施設現況調査

　　②熱電併用型木質バイオマスエネルギー利用施設導入可能性調査

　　③木質燃料調達可能性調査
　・調査結果を基に、木質バイオマスエネルギー利用施設導入のための具体的提案
【所有者不明森林の状況調査】

　・県下５団地をモデル的に選定

　・森林簿・登記簿・住民票・聞き取り等による森林所有者の確認
　・文書等での森林所有者との連絡
　・上記作業による不明所有者の実態把握
【実施主体】

　・森林整備加速化・林業・木材産業再生協議会

　　［事務局］岐阜県森林組合連合会

【補助率】

　・１０／１０
（３）県負担・補助率の考え方

　　　県が森林整備加速化・林業再生交付金を実施していくためのものであり、県負担は妥当。
３　事業費の積算内訳

	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	 34,800 
	協議会運営費等

	合 計
	34,800
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ
岐阜県長期構想

Ⅱ ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
２ 儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる
　・林業の生産性向上、県産材利用拡大により、林業産出額を上げる
　・山地、農地、河川、道路等の災害対策を進める

Ⅳ 美しい自然と環境を守る「清流の国」づくり
１ 森・川・海をつなぐ清流とふるさとの自然を守る
　・森林が持つ水源かん養機能などを維持・増進させる
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　森林整備加速化・林業再生交付金の円滑な進行と、各個別事業での予算の有効活用を目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	交付金全体を運営するものであり、数値については個々の事業で設定するため。


（前年度の取組）

	　



（前年度の成果）

	

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	国の実施要綱等において、森林整備加速化・林業再生交付金を実施するにあたっては、地域協議会の設置が必要とされている。

調査、研修については、交付金事業を実施していくうえで、県産材の安定的・効率的な普及体制の整備や需要の開拓に必要。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	　

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	森林整備加速化・林業再生交付金は、木材の生産から加工・流通そして利用までの対策を一体的に計画できる極めて有効な制度であるが、平成２８年度以降の継続が不透明。



（次年度の方向性）
	交付金が平成２８年度以降も継続されれば、引き続き本協議会にて運営を行う。



